




























































































=(ヨャω(Dik)(mik2_ \+(~1nk -CGnk) (ocnk2_¥-10 
¥ i=l 1注(l+sj(mjk)) ) ¥ iI(1十戸j(mjk)) ) 
ただし，









ストーパス (C5)， p.97)は，図表2 (前号4頁〉で示した一般的意思決定
プロセスの諸要素の観点から，これら3つの評価モデ、ルを次のように分析して








次に，ストーバス (C5)， pp. 89-99)は，伝統的投資意思決定モデルにお
けるこれらの変数を予測するために必要なd情報を，図表4のように財務的デー
タとその他のデータとに分類し，表示している。












予ベ測きす変数べきまたは見積る I 役立つであろう実体の財務的データ のデータ
E (実体の将来利益〉 過去の利益とそれに係わる収益および費用 製ユ品{需ノタレ要，ト将価ス格来ケイジ
利義益，非の経質常に的ついての側面(会計の保効守果主〉 ンプ ， 内容，インフレーション GNP，…… 
D (将来配当金〉 現在現金残高 製品需要スケジ








r (必要利益率〉 無 他の投資に関す
る利潤
Pn， InTc (株の将来価格〉 さと同らにじ遠い将来期間という点を除けば，D D参照
αiTcの(確リ実ス性ク修等正価す〉るため 金正・ 無
P利(益リ率ス〉クのない税引前 無 様々
















































る他のニーズに依存する。J ( 5)， p.101)ので，その意向を予測するための
情報は，さらに遠い将来まで拡大されると考えられている O 次に，ストーパス
(( 5)， pp. 101-102)は，将来時点における支払い能力と支払の意向につい
ての予測を一緒に考える場合，これらの予測に必要な情報にとっての時間的範
囲は，無限となるので， r実体の将来現金フローを予測するに役立ついかなる



























的，非個人的な証拠を好む。J (( 5)， p. 133)との観点、から，会計上の測定方
法は，なんらかの証拠に基づくものでなければならないと主張されている。ス
トーパス((5)， p. 134)は，資産・負債の金額を確定するさいに利用される証










(4) ストーパスが measureとしづ用語を測定方法 (measurementmethod)の同意語
として用いている点に留意すべきである。ストーパス (C5)， p.135)は， この点に
ついて次のように述べている。 rmeasureは，測定のための手段という意味で，測定











































測 定 方 法 | 利用される証拠のタイプ(図表5参照〉
1 I額面価値 I 1 額面つまり名目金額





4 I .カレント市場価格 I ][-A-1 カレント流出市場価格
][-B-1 カレント流入市場価格
百 1物理的観察および数量計算
5 I正味実現可能価値(NRv)-I ][-A-1 
][-B-1 
H 
6 I取替原価 IIV 
a.個別市場価格に基づく I ][-B-1 
i 償却 IVI 
i 非償却
b.個別的価格指数に基づく I][-C-1 
i 償却 IVI 
i 非償却








9 I持分法 IV 
a.純粋










































































































































ncipal attribute)と呼ばれている O また，額面価額，将来現金フロー，割引将
来現金フローの 3つの測定方法は，現在または将来の現金額についての直接的
証拠に基づいているので，現金フロー潜在性(本体属性〉の直接的測定方法と

































































































る。ストーパス C5)， p.177)は， これらの資産1単位が消滅した場合，そ
のことが企業の将来現金フローにたいしていかなる差異をもたらすかといっ
た観点から資産の現金フロー潜在性を測定しようとしている。ストーバス
























































ストーパス C(5)， p.183)は， I将来現金フローの直接的な契約上の証拠が，
通常，債務証券にとって入手可能である O これらのフローは，適切なカレント
市場利子率で割り引くことができる。」と述べ，債務証券にたいして割引将来
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